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On the assumption that the annual indiscriminate mass miniature radiography(MMR)

is abolished,the auther tried to estimate changes in a trend of incidence of pulmonary 

tuberculosis mathematically in an occupational group.

Among the subject group,eighty per cent of the pulmonary tuberculosis have been 

detected by MMR annually in the past thirty years.

The new cases are classified into the three groups by extent of their roentgenological 

lesions at detection.According to the natural dynamics of tuberculosis,each case is devided 

into five stages at the present socio-medical settings;healed,improved,unchanged,

deteriorated,and detected at clinics.With these categories,an epidemiological model was 

built, and a prospective yearly change was presumed by the use of Markovian chain model.
The transition probabilities among each category were estimated from the data of the 

subject group in the past ten years,referring to some releveant studies.
The result shows that,as far as the incidence of tuberculosis continues to decrease,the 

number of the new cases detected at clinics after abolition of MMR will not exceed those 

detected by MMR.

On the other hand,some of the new cases detected at clinics will be more serious and 
infectious than they would be detected by MMR which may affect a decrease of tuber

culosis incidence.
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は じ め に

結核の減少 に伴 い,全 国民を対象 とした結核検診が,

発病の少 ない若年層か ら逐次削減 され,既 に成人階層の

検診を検討すべ き時期 にきて いると思われ る。地域にお

ける検診 は受診率 も低 く,検 診 に よる患者発見率 も低い
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ことが従来か ら指摘 されて いるが,職 域集団で は受診率

も患者発見率 も高 いので,検 診が廃止 された場合,そ の

影響 はより大 きい ことが考え られ る。そ こで,検 診廃止

が発病発見の動向 に及ぼす影響 につ いて,数 学モデルを

用 いて予測を試み た。

研究に用いた集団

研究 に用 いた集団 はNTT東 京地区 の従業員で,1975

年か ら1984年 までの10年 間 の結核管理資料 によったが,

この間 の集団 の規模 は殆 ど変 わ らず,平 均43,656名 で,

うち女 は5,780名(13.2%)で あった。年齢構成 はこの

間 に高 齢化が進 み,20歳 代 は43.3%か ら22.5%に 減少

し,40歳 以 上 は30.1%か ら37.2%へ と増加 している。

60歳 以上 は過去10年 間 を通 じ平均0.5%と 少 ない。

この集 団 の定期 検診 受診 率 は毎年約99%で あ り,肺

結 核症 の発病率 は,10年 間に10万 対51か ら22へ と減

少 して いる。年齢別 では1983年 を除 き,40歳 以上 よ り

も39歳 以下 に常 に高率 であ った1)。

この間の発病総数 は131例 で,発 見動機別 では検診発

見が114例(87%),症 状受診発見 は17例(13%)と 少

なか った。

研 究 方法

1.研 究対象の限定

今回の研究の対象 は,検 診があれば発見 されたであ ろ

うと推測 され る患者 に限定 し,こ れ らの患者が検診 によ

り発 見 され ず放置 された場合の,そ の後10年 間の経過

を予測 した。

毎年 の新 規要 医療 者 の中 に は,こ の ほか に10～20%

の症 状受 診 に よ り発見 され る患者(過 去10年 間 の合計

は17名)が あ るが,こ れ らは検診 の有無 に関係が少 な

いので除外 した。

また再発 につ いて は,そ の母集団 となる有所見者が高

齢 退職 によ り確実 に減少 を続 けて お り,強 化化学療法以

後 の患者 か らの再発 は極 めて少 ない と思 われるので,研

究 の対象 か ら除外 した。

図1肺 結核の 自然経過モデル

表1肺 結核症の拡がり分類

注1:実 際の方法 は、4cm角 および6cm角 に切 りとっ

た透 明 ビニールシー トを フ ィル ム面に 当てて判定

した。

注2:間 接 フ ィルムの場合 は推測 によった。

注3:A,B,Cは それ ぞれ、 田寺分類2)の α,β,γ

以上,の 拡がりにほぼ相 当す る。

表2初 期病型から1年後病型への推移確率

注:1年 後の治癒 への移行 は、各病型 とも0と した。

2.疫 学 モデルの設定

数学 モデ ル と して マルコフ連鎖 モデルを応用 し,100

ミリミラーによる間接撮影で活動性所見が発見 された時

点 を 出発点 と し,そ の後 の自然経過 を1年 毎 のX線 所

見 の変化 によ り,治 癒,軽 快,不 変,悪 化 の4つ の状態

に分 け,そ のほかに受診 によ って発見 され,治 療の コー

スにの るものを加えて図1の ような疫学 モデルを設定 し

た。

活動性所見 は表1の ように拡が り別 にA,B,Cの3

型 に分 類 し,Aか らBま た はCに,及 びBか らCに

な った ものを悪化 とし,Bか らAに,及 びCか らBに

な った ものを軽快 とし,同 じ病型 に留 まる ものを不変 と

した。

治癒 は学 会分類 でV型 に達 した もの とし,受 診 の殆 ど

は治療 により数年内 に治癒に至 るもの と想定 されるが,

受診か ら治癒への移行 は今回の予測か ら除いた。

3.推 移確率の推定

A,B,Cの 各状態間の推移確率 は,新 発見患者の過

去 の検診 時 フ ィル ムを逆行 読影 す る こ とによって,X

線上活動性所見 が確認 され てか ら,実 際 に発見 され るま

での 自然経 過 を観察 した田寺2)の 成績,及 び同様の方

法 によ るNTT東 京地 区 の10年 間 の全発病例 の成績 を

基 礎 とし,千 葉 ら3)4)に よる結核症発生 に関す る研究,

労働 結核研究協議会 の活動性分類 に関する共 同研究5),

結核 実態調 査 の追跡 調査6)な ど,多 くの過去 の研究資

料を参考 として推測 した。

推移確率推定の方法を,初 期病 型が1年 後 の各状態 に

推移す る場合 につ いて述べ ると,
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表3病 型別受診発見数

表4病 型の推移別受診率

注:*C→Cの 半 数を同一病型 内の 悪化 と仮定 して、

受 診率 を0.80と した。

1)前 述 した資料に基 づ き,初 期病型 か ら1年 後 の各

状態への推 移確率を表2の よ うに設定 す る。

2)症 状受診への移行 確率を推定 す るための基礎 資料

と して,対 象集 団 の10年 間の全発病例 について,病 型

別に症状受 診の占め る率 を計算 し,ど の程度 の拡 が りに

な った場 合,そ の何%が 受診発見 されているかを見 る。

そ の結果 は表3の よ うにAの5%,Bの16%,Cの75

%が 受診発 見 されていた。

3)同 じ病型 で も悪化 によ ってその病型 にな った場合

は受診率 が高 くなる と考 え,病 型別受診率 を表4の よ う

に設定 した。

4)表2の 各欄 の推移確率 に,対 応 する表4の 受診率

を乗 じた ものが,病 型 の推移別 の受診 への推移確率 であ

り,そ の合計 を1年 後 の受診へ の推移確率 とす る。

5)表2の 各欄 の推移確率 か ら,そ れぞれの受診へ の

推移確率 を減 じた ものが,最 終 的な1年 後 の各状態へ の

推移確率 となる。

6)以 上 によ り得 られた各推移確率 の端数 を整理 し,

合計 が1と なるよ うに若干 の修正 を行 った結果が表5の

推移確率行列 である。

受 診率 の推 定 にあ た って は,島 尾 ら7)の 新潟地区 に

おける成績 や,森8)の 推測値等 を も参考 と した。

2年 後以降 の推移確率 につ いて は,1年 後 に比べて病

状 がよ り安定 して くることを考慮 し,2年 後及 び3年 後

以降(表5の 始 めの状態 の1年 後及 び2年 後以降欄 に該

当)に 分 けて,悪 化及 び受診へ の確率が小 さくな り,軽

快及 び治癒 への確率 が大 き くなるよ うに,初 年度 の推移

確率を修正 した。

4.初 期分布 と発病率 の仮定

検診廃 止 初年度 の発病者 の病型別分布 は,過 去10年

表5各 状態間の推移確率

問 の検診 発見 全症 例 の分布 と同一 と仮定 し,Aを83.4

%,Bを14.0%,Cを2.6%と した。 また,発 病 率は過

去20年 来毎年10%～7%ず つ減少 して きたが,最 近5

年 間 はや や横這 い傾 向を見 せてい るので,今 後10年 間

は毎年5%ず つ減少 する もの と仮定 した。

成 績

1.初 期分布 の推移

初期分布の推移,即 ち新発生活動性有所見者を 自然に

放置 した場合の,そ の後10年 間の経 過を図2に 示 した。

A＋B＋Cは 発 見 されず に潜在 して い る有所見者(以 下

潜 在患 者 とす る)で あ るが,AとBの 一部 には,治 癒

には至 らない不活動性 の有所見者(学 会分類IV型)も 含

まれる。 また受診 の中には,化 学療法 を終了 し,治 癒 と

判定で きる者が含 まれて いる。

年間 の発生数 を過去10年 間 の平均 と同 じ10名 とすれ

ば,5年 後 の潜 在患 者数 はAが1.2名,Bが1 .0名,

Cが0.3名,計2.5名 とな り,10年 後 に は潜 在患 者の

合計 は0.5名 に減少す る。

図2活 動性有所見者の自然経過
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図3潜 在患者数の年次推移

表6過 去10年 間の病型別排菌率

表7潜 在患者中の排菌者数

2.累 積潜在患者 の推移

毎 年 の累積潜在患者数 は,5年 後 にはAが11.7名,

Bが8.9名,Cが1.8名,計22.4名 に増 加す るが,7

年 後 を ピー クと して以 後 な だ らか な減少 を続 け,10年

後 は22.1名,20年 後 は14.2名 となる(図3)。

検診 を続 けた場合 の発見患者数 に比べ ると,4年 後以

降12年 後 までの潜在患者数 は2倍 を越 えるが,そ の50

%はAで あ り,こ の中 に は自然治癒過程 にある患者が

含 まれている。

3.受 診数 の推移

検診廃止後 は受診 による発見数が発病数 となるが,検

診廃止初年度 の受診数 は1.3名 とな り,検 診施行時 に比

べ激減 する。 その後 は累積潜在患者 中か らの受診者が加

わるので次第 に増加 し,5年 後 か らは毎年約4名 となる。

10年 後以 降 は減少 傾 向 とな り,20年 後 は2.5名 に減少

す るが,発 見 時所見 は検診発見 に比べ てよ り進展 した病

型 が多 くな り,そ れに伴 って排菌率 も増加す る ことが予

測 され る(図3)。

4.感 染性患者数の推 移

過去10年 間 の新 発生 患者 の拡が り別排菌率(表6)

か ら,潜 在患者中の塗抹陽性者数を推計 す ると,5年 後

は2.4名,10年 後 は2.6名 とな る(表7)℃ また,過 去

の症 状受 診発 見者 中 の塗抹 陽性率6096か ら,検 診廃止

後 の受診者中の塗抹陽性者数を推計す ると,5年 後か ら

10年 後 まで は毎年2.4～2.5名 とな る。 この ほかに,検

診 にかかわ りな く毎年症状受診 によ り発見 されていた1

名 を加 え ると,毎 年 毎の塗抹 陽性者 の合計 は5年 後5.8

名,10年 後 は6.0名 とな る。

考 察

1.肺 結 核症 の自然史 について

集団検診廃止後 にその集 団に発生す る肺結核症 の運命

は,そ の集団の属 す る社会 的 ・生物学 的環境 における自

然史の法則に従 うことにな る。結核 の自然史 に関す る過

去の資料の多 くは化学療 法開発以前 の感染性患者 の もの

であ り,保 健医療 サー ビスの普及 した,現 在 の都市 の軽

症患者 には適用で きない。

間接撮影 により発見で きるよ うにな った軽症肺結核 に

つ いて は,間 接撮影の普 及が化学療法 の発展 と時期 的に

重 なったため,そ の 自然経過を観察す ることは倫理 的に

不可能で あった。その中で間接 フィルムの逆行読影 によ

り,肺 結核 症 の 自然 経過 の一 部 を観察 し得た田寺2)の

方法 は,現 在可能な唯一の ものであ り,そ の対象集団の

社 会的背景や疫学的諸特性がNTT集 団 と近似 してい る

ことも考慮 して,そ の成績を本研究 にお けるパ ラメーター

値推定 の根拠 と した。

2.疫 学 モデルの設定 につ いて

肺結核症 の自然史 を観察す る場合,排 菌状況の経過 と

ゴールと しての死亡が重要 な要素で あることはいうまで

もな い。 しか し本 研 究 の対 象 が感染 性患 者 の少 な い

pre-clinicalな 集団 で あ るため,経 過 を示す指標 と し

て は,X線 所見 の拡 が りの変 化 に拠 ることと した。拡

がりの大きさがその後 の経過 と密接 な関係 を持つ ことは,

過去 の多 くの研究成績 が示 している。

死 亡 につ いて も,今 回の対象集団 か ら今後10年 間 に

肺結 核によ る死亡 の起 こる可能性 は無視 できる程度 と考

え られ るので,死 亡 に代 わる現実 的な自然経過 として症

状受診 を とりあげた。受診 は将来予測 を左右 する重要 な

パ ラメー ターであ るが,死 亡 の場合 のよ うな信頼 で きる

統計 資料 は極 め て少 ない。森8)は 結核検診評価 のため

の数学モデル において,未 発見結 核患者 が1年 以 内に 日

常診療のなかで発見 され る確率を高低2様 に仮 定 し,高

い場合を感染性患者の80%,非 感染性 患者の6096と し,

低 い場合 はそれ ぞれ60%と40%と してい る。本研究で

―22―



1987年10月 501

は拡が り別に受診率 を推定 したが,軽 症 の多 い集団で あ

るため,森 による低率 よ りも更 に低 くなった。

3.分 析結果 の解釈 と問題点

今回の分析 はい くつ かの仮定 に基づ いて行われたので,

その結果 の解釈 に当たって は,そ れ らの妥当性を検討す

る必要 がある。 しか しそのための客観的な指標が乏 しい

ので,考 え られ る範囲で い くつかの仮定値を変動 させ,

出力 の変化 を検討 した。

発病率 につ いて は,我 が国の死亡率や感染危険率の動

向か ら,今 後 も減少を続 けると仮定 したが,近 年 は横這

い傾向 が見 られ るので,今 後10年 間 は不変 として試算

す ると,10年 後 の潜在 患者数 は40%増 加 し,こ の中の

塗抹陽性者 は35%の 増加 とな る。

初期分布 について も,Aの 比 率を減 らし,B,Cを 増

加 して,A:B:C=3:5:2と して試算 する と,重

症が増え るために受診 数が増加 し,潜 在患者数 はかえ っ

て減少す る。

受診数 は5年 後 に1.4倍,10年 後 は1.2倍 となるが,

10年 後 も検診廃止前 の発見患者数 の48.7%に 留 まる。

受診率 は軽症 が多 いので低 めに見積 もったが,各 病型

とも更 に20%程 度 低 くして試算 してみて も,5年 後の

潜 在患 者数 は1.1倍,10年 後 は1.3倍 で,Cの みの比

較 で も5年 後 に は1.4倍,10年 後 も1.5倍 に留 まる。

初年度1名 に減少 した受診数 はその後少 しずつ増加 し,

10年 後 に は3.7名 とな るが,以 後 は減少を続 けて,20

年後 には2.4名 となる。

以上 の検討の結果 によれば,発 病率の低下傾向が続 く

限 り,症 状受診発見 による患者数及び発 見 されずに潜在

す る有所見者数 は,と もに検診廃止7年 後 を ピー クとし

て減少傾向 に転 じ,ピ ー ク時において も,受 診発見数 は

検診を継続実施 した場合の発見数 を上 回る ことはない。

しか し発見 され る患者 は重症化 し,活 動性結核 の潜在化

による感染源の増加 と感染危 険期 間の増大 が考 え られ,

これが結核減少傾 向の鈍化要 因 とな り,散 発的 な集団発

生の増加 を もた らす可能性 もある。

以上 の分析 は特定集団 に関する もので,そ の成績 をそ

のまま一般化 する ことはできないが,地 域集団で は従来

か ら受診率 も低 く検診 による患者発見率 も低 いので,検

診廃止 の影響 は更 に少 ない ものと考え られ る。

検診廃止後 の結核対策 の重点 は有症状受診の促進 と集

団発生 の早期発見で あ り,ハ イ リスク ・グル ープに対す

る検診 は,接 触者検診 に しぼるのが最 も効率が良い と思

われ る。

わが国で は,結 核の高度蔓延の時期に一致 して間接撮

影 が実 用化 され たの で,X線 撮 影 に よる集団検 診が長

期間 にわたって行われ,大 きな成果をあげて きた。 しか

し感 染危 険率が0.1%を 割 った と推定 され る現在,現 行

の集団検診方式は転換すべ き時期 にきてい ると思われ る。

そのための疫学的検討の ひとつの試み として本例 を報告

した。

ま と め

検診 によ り新 発生 肺結 核患 者の約8096が 発見 されて

いる大都市の企業集団において,検 診 が廃止 された場合

のその後の患者発見の動向を,数 学 モデルを用 いて予測

した。新発生肺結核の 自然経過 の推移 を,治 癒,軽 快,

不変,悪 化,受 診 の5つ の状態 に分 け,マ ルコフ連鎖 モ

デルを応用 して検診廃止後 の患者発見状況 を予測 した。

その結果 によれば,発 病率 の低下傾向が続 く限 り,検

診廃止後症状受診 によ り発見 され る患者数 は,検 診 によ

り発見 され ていた患者数 より増え ることはな い。 しか し

発見 され る患者 はより重症化 し,活 動性結 核の潜在化 に

より感染機会が増加す る可能性が考 え られるので,検 診

廃止 に備えて新 しい予 防体系 を検討 する必要 がある。

稿 を終 えるにあた り,電 算機 による計算 を担当 して く

れた,当 セ ンター医学統計科窪寺健工学士 に深謝 します。
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